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佐賀県物品等入札心得（電子入札用） 

（平成 18年 1月 4日施行） 

（平成 18年 1月 4日電子入札対応施行） 

（平成 26年 4月 1日施行） 

 

佐賀県が発注する物品等の契約に係る一般競争入札及び指名競争入札（以下「競争

入札」という。）を行う場合における入札その他の取扱いについては、佐賀県財務規

則（平成４年規則第３５号）その他の法令に定めるもののほか、この心得の定めると

ころによるものとする。 

なお、以下において「入札書」とあるのは「電子入札書」と読み替える。 

 

（入札方法等） 

１ 入札の取扱いは、次のとおりとする。 

（１）競争入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）は、入札条件

書又は仕様書等（以下「条件書等」という。）を熟覧の上、入札しなければなら

ない。この場合において、条件書等について疑義があるときは、関係職員に説明

を求めることができる。 

（２）入札書は、佐賀県電子入札システムにより、公告又は通知書に示した時刻まで

に提出しなければならない。 

（３）郵便による入札が認められている場合は、二重封筒とし、中封筒に、入札名称、

あて名、入札参加者の氏名を記載し、表封筒に「入札書在中」と朱書きした書留

郵便にて郵送すること。この場合においては、公告又は通知書に示した場所及び

時刻までに到達しなければならない。 

（４）電子入札の場合は、佐賀県電子入札システムに利用者登録した電子証明書（Ｉ

Ｃカード）を使用しなければならない。 

（５）入札参加者又はその代理人は、当該入札に対する他の入札参加者の代理をする

ことはできない。 

（６）入札参加者は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４

第２項の各号の一に該当すると認められる者をその事実があった後２年間入札

代理人とすることはできない。 

（７）入札参加者は、その提出した入札書の書換え、引換え又は撤回をすることがで

きない。 

（８）入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で

あるかを問わず、見積もった契約金額の 108 分の 100 に相当する金額を入札書

に記載すること。 
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（入札の辞退） 

２ 入札辞退の取扱いは、次のとおりとする。 

（１）指名を受けた者は、入札書の提出前までは、いつでも入札を辞退することがで

きる。 

（２）指名を受けた者は、入札を辞退するときは、電子入札システムを利用し辞退届

を提出するものとする。 

（３）入札を辞退した者は、これを理由として以後の指名等について不利益な取扱い

を受けることはない。 

 

（公正な入札の確保） 

３ 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法

律第５４号）等に関する行為を行ってはならない。 

 

（入札の取りやめ等） 

４ 入札の取りやめ等の取扱いは、次のとおりとする。 

（１）入札参加者が連合し、又は不穏の行動をなす等の場合において、入札を公正に

執行することができないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加させ

ず、又は入札の執行を延期し、若しくは取りやめることがある。 

（２）天災地変その他のやむを得ない事由により入札をすることができないと認めら

れるときは、入札の執行を延期し、若しくは取りやめることがある。 

 

（無効の入札） 

５ 次のいずれかに該当する者が行った入札は、無効とする。 

（１）参加する資格のない者 

（２）当該競争入札について不正行為を行った者 

（３）入札書の金額について誤脱又は判読不可能なものを提出した者 

（４）入札書の文字及び記号について消滅しやすい方法で記入されたものを提出した

者 

（５）入札書の金額を訂正したものを提出した者 

（６）入札書の誤字、脱字等により意思表示が不明瞭であるものを提出した者 

（７）民法（明治２９年法律第８９号）第９５条（錯誤）により無効と認められるも

のを提出した者 

（８）一人で２以上の入札をした者 

（９）代理人でその資格のない者 

（10）上記に掲げるもののほか、競争の条件に違反した者 
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（落札者の決定） 

６  入札を行った者のうち、契約の目的に応じ、予定価格の制限の範囲内で最低の価

格をもって入札した者を落札者とする。ただし、最低制限価格を設けた入札につい

ては、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札をした者を落札者とせず、

予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札をした者の

うち最低の価格をもって入札をした者を落札者とする。 

 

（再度の入札） 

７ 再度の入札については、次のとおりとする。 

（１）開札をした場合において、５の規定による落札者がない場合は、再度の入札（以

下「再入札」という。）を行う。 

（２）無効入札をした者、又は、最低制限価格を設けた入札にあっては、最低制限価

格に満たない価格の入札をした者は、再入札に参加することを妨げない 

（３）再入札の執行回数は、１回（１回目の入札を含め２回）を限度とする。 

（４）再入札においても落札者がない場合は、再入札をした者のうち、最低の価格で

入札をした者と随意契約の協議を行い、合意を得た場合、その者と契約の締結を

行うことができる。 

 

（同価格の入札をした者が２人以上ある場合の落札者の決定） 

８ 落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、 直ちに電子入札シ

ステムの抽選機能によるくじ引き処理を実施して落札者を定める。 

 

（契約の保証） 

９  落札者は、契約書の提出と同時に、次により契約の保証を付さなければならない。

ただし、契約の保証を免除された場合はこの限りではない。 

（１）保証の提供は、次のいずれかの方法により行うものとする。 

ア 契約保証金（現金）の納付 

イ 有価証券（利付国債に限る。）の提供 

ウ 銀行、発注者が確実と認める金融機関又は保証事業会社の保証 

エ 履行保証保険の契約の締結 

（２）契約の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額は、契約金額の 10

分の 1以上とする。 

 

（契約書の提出期限） 

10  契約書の提出期限は、次のとおりとする。 

（１）落札者は、落札決定の日から原則として５日（県の休日を含まない。）以内に

契約書を提出しなければならない。ただし、発注者の書面による承諾を得て、こ

の期間を延長することができる。 
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（２）落札者が前項に規定する期間内に契約書を提出しないときは、契約を締結しな

いことがある。 

 

（異議の申立） 

11 入札をした者は、入札後、この心得及び条件書等についての不明を理由として異

議を申し立てることはできない。 

 


